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あらまし

　1 9 8 7 年、ブルントラント委員会の「Ou r
Common Future」以来、世界的に持続可能な発展
という概念が世界中に広まり、農業の持続可能
性もまた、世間の関心を集めるようになった。第
二次世界大戦後の食料増産を目的とした生産性
向上施策にともなう、農業の工業化は数々の問
題を引き起こしたことは周知のとおりであるが、
価格市場政策といった、補助金政策もこれに貢
献していた。1992年のCAP改革では生産と所得
補償のデカップリングされた直接所得補償が導
入された。一方、わが国においては、92年には

「新しい食料・農業・農村政策の方向」を公表し、
1999年には新基本法「食料・農業・農村基本法」
が制定された。ここでは、農産物市場価格を市場
メカニズムにゆだね、価格変動の影響には経営
安定対策で対処するという、価格政策から直接
支払い政策へ転換がなされた。わが国において
はじめての直接支払い制度は、中山間地域直接
等支払制度である。
　本研究ノートは、デカップリングされた価格
政策、すなわち直接支払いへの移行によって、環
境への影響をはじめとする補助金政策の問題点
は解決できたのかを検証した。ここで、支払いの
目的・対象、費用負担において問題があることが
明らかとなった。
　本研究ノートでは、この問題の根底には、農業
地域を中央集権的に画一的に横切りして解釈し
ていることにあるという仮定のもと、バイオ
リージョナルなまとまりを基準に農業地域を解

釈することを提言するとともに、一例として、わ
が国をはじめとするモンスーンアジアの特徴的
な圃場である棚田の流域連関を用いて、その特
性を実証した。
　同時に、プロシューミング（生産＝消費）の概
念から、市民の農業参加について言及し、バイオ
リージョンとプロシューマーのハイブリッド戦
略の可能性について指摘した。

１．はじめに

　持続可能な発展という考え方とことばが世界
的に広く流布するようになったきっかけは、
1987年に国連の「環境と開発に関する世界委員
会」が出した「Our Common Future」であり、農
業の持続可能性もこの持続可能な発展の一局面と
して改めて世間の関心を集めるようになった。1

また1992年３月にはOECDの第11回農業大臣会
合が行われ、農業と環境の問題が重要課題とし
て取り上げられ、「農業が環境に及ぼす影響には
正と負の両面があること」、「農業は、環境の持続
性や農村地域資源の保全に一層貢献しうるこ
と」、「農業政策の改革は有益であること」、

「OECDは、農業と環境の関係およびその政策的
含意について、さらに研究を深める必要がある
こと」の四点が合意された。2　同年に行われた
リオデジャネイロにおける地球サミットでは、
｢アジェンダ21｣の14章において「持続可能な農
業・農村開発」が明確に位置づけられている。3

　第二次世界大戦後、先進諸国はまず食糧の増
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産を目的として生産の効率化を図った。その手
法は、主に機械化、化学化、施設化、装置化、あ
るいは規模の拡大といったものであったが、こ
うした農業の工業化は、数々の環境問題を引き
起こした。
　環境への影響をもたらす近代型農業の形成に
は、工業をはじめとする戦後の他産業における
科学技術の進歩や、それに伴う飛躍的経済成長
といった社会情勢が原因のひとつとして考えら
れるが、フェネルが「価格市場政策が集約化とモ
ノカルチャーを促進するという事実にあり、集
約化とモノカルチャーの両方とも生物多様性に
損害を与えるもので、結果的に環境汚染をもた
らしかねないものである」4 と指摘するように、
補助金をはじめとした農業への政策介入も環境
に影響を与えていると考えられる。
　こうした流れの中、OECD勧告を受けて価格支
持政策を否定する WTO の基準に合わせるよう
に、92 年の CAP 改革では生産と所得補償のデ
カップリングされた直接所得補償が導入された。
同時に、罰金付きの量的な生産割当ての拡大5、
すなわちセットアサイドといった生産調整も行
われることになった。一方、わが国においては、
92年には「新しい食料・農業・農村政策の方向」
を公表し、1999年には新基本法「食料・農業・農
村基本法」が制定された。ここでは、農産物市場
価格を市場メカニズムにゆだね、価格変動の影
響には経営安定対策で対処するという、価格政
策から直接支払い政策へ転換がなされた。
　わが国においてはじめての直接支払い制度は、
中山間地域直接支払い制度である。これは、多面
的機能の低下がとくに懸念される中山間地域等
において、農業生産の維持を図りながら、多面的
機能を確保するという観点から、2000年から行
われているものである。
　本研究ノートの目的は、デカップリングされ
た価格政策、すなわち直接支払いへの移行に
よって、環境への影響をはじめとする補助金政
策の問題点は解決できたのかを、とくに先行研
究のレビューを中心に現状の把握を行ったうえ
で若干の検証を行い、問題の所在を明確にする
ことで、今後の研究の方向性を示すことである。

したがって、本研究ノートは学術的なツールを
用いて独自の分析を行う、といったレベルのも
のではなく、こうした分析のための準備作業の
ような位置づけのものであることを断っておか
ねばならない。

２．中山間地域等直接支払制度に対する批
判的考察

　本章では、とくにわが国における中山間地域
等直接支払制度をとりあげ、支払いの目的・対
象・費用負担の三点から、この制度を批判的に考
察する。6

２.１　支払いの目的に関する問題

　わが国は食料の安定確保と農業の多面的機能
を新基本法の理念に据え、これを切り札にWTO
交渉（ドーハラウンド）に挑んだ。ここで唯一具
体化しえたのが、新基本法第35条第２項の「中
山間地域等においては…多面的機能の確保をと
くに図るための施策を講ずる」ことであった。
WTO農業協定の「緑の政策」における直接支払
いは、あくまで地域の「不利性」のみを問題にし、

「支払いの額は、所定の地域において農業生産活
動をおこなうことに伴う追加の費用または収入
の喪失に限定される」としているが、わが国は

「中山間地域等において、担い手の育成等による
農業生産の維持を通じて、多面的機能を確保す
るという観点」にたち、あたかも直接支払いが多
面的機能に対する対価の支払いであるかのごと
き関係においたことで、国際標準から外れてい
ると田代は指摘する。7

　一方で合田は、そもそも中山間地域において
直接支払いを実施するのは、その地域では農業が
中心的な人間活動であって、それによって地域の
社会経済が維持され、空間的にも保全されている
という認識から出発しており、その中山間地域が
危機に瀕しているなら、そこからの脱出のために
農業を維持する施策を打ち出すためであって、そ
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の場合、中山間地域直接支払による補助金の額
が、労働力を確保するにはあまりに少額で、直接
支払い額のみでは個々の経営の継続や若者の就農
に非力であることは否めないとしている。8

　この補助金額の不足について、田代は、EUが
マクシャリー改革とアジェンダ2000を通じて環
境政策との関連を強めつつ、国際競争力の点から
政府価格を引き下げ、「価格＋一般直接支払い」
でカバーし、その上で条件不利地域直接支払いに
よってカバーするという二階建てにしているのに
対し、わが国では、一階部分の経営安定政策を平
成19年度から40万の担い手経営に絞り、担い手
以外は一階部分が無視されていると指摘する。い
いかえると、中山間地域等直接支払制度は、①中
山間地域が果たす多面的機能への支払い、②生産
条件不利をカバーする「マイナスの差額地代」支
払い、③生産条件不利の改善資金（圃場整備、鳥
獣害駆除など）④地域資源管理補填を軸とする集
落機能維持活性化助成金といったさまざまな要素
を持たざるを得なくなっているということにな
る。①は国民理解を得るための建前、②は支払い
単価が中山間地域等と平地地域との生産条件のコ
スト差の８割とされているように、経済的本質で
あり、③は半額以上のプール金であわよくばなさ
れるプレミアム効果、④が危機に瀕する中山間地
域の農業を維持するという目的でWTO協定にあ
わせるという真の狙いであり規定的であると田代
は述べている。9　したがって、一階部分が欠如し
ているわが国の補助金政策上において、その経済
的な本質は②の「マイナスの差額地代」への支払
い、言い換えると平地と比較した条件不利地不足
支払いの域を出ないということになる。たとえ
ば、50aの急傾斜に属する水田を所有していたと
して、10aあたり21000円の満額の支払いを受け
たとしても、半額以上は集落でのプール金として
蓄えることが求められているので、実際の受け取
りは年額５万円程度であり、これをもって個々の
農家家計が潤い、耕作意欲が湧いてくるというも
のとはいえない。

　すなわち、わが国の直接支払いは農業の多面
的機能、いいかえると、外部経済効果にたいする
支払いかといえば決してそうではなく、価格政
策の削減・廃止に対する代償政策にすぎない。10

２.２　支払いの対象に関する問題

　ところで、「中山間地域等直接支払制度骨子」
においてこの制度の目的は、「耕作放棄地の増加
等により多面的機能の低下が特に懸念されてい
る中山間地域等において、農業生産の維持を図
りつつ、多面的機能を確保するという観点から、
国民の理解の下に、直接支払いを実施する。｣と
述べられている。また、対象農地は「特定農山村
法等の指定地域のうち、傾斜等により生産条件
が不利で耕作放棄地の発生の懸念の大きい農用
地区域内の一団の農地とし、指定は、国が示す基
準に基づき市町村長が行う」とし、具体的には

「①急傾斜農地（田1/20以上、畑15度以上）、②
自然条件により小区画・不整形な水田（大多数が
30a未満で平均20a以下）、③草地比率の高い（70
％以上）地域の草地、④傾斜採草放牧地、また市
町村長の判断により緩傾斜農地（田 1/100以上、
畑８度以上）、高齢化率、耕作放棄率の高い地域を
対象とすることも可能とする」とされている。11

　平成16年度中山間地域等直接支払制度の実施
状況によれば、北海道を除く都府県の協定地区
別提携面積は、図２－１のとおり「田」での取り
組みが多いことが分かるが、このうち協定が締
結された直接支払いの受け取り農家の基準は、
前述①の20分の１（水平に20メートル進んで１
メートル高くなる傾斜）の傾斜をもつ急傾斜田
である。これ以上の傾斜地には一律10a あたり
21000円が支払われる。この傾斜20分の１という
基準は、農水省が中山間地域の農地の基盤整備
の必要から1988年に実施した「水田要整備量調
査」において対象とした基準と同一である。12　
　中島はこれを受け、「棚田」の定義として傾斜
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1／20以上を基準としている。すなわち、中山間
地域等直接支払制度における「急傾斜地」と中島
の定義した「棚田」は同義である。
　中島によれば、傾斜が７分の１から20分の１
というとかなりゆるく、ほとんど圃場整備がな
されており、10～20aの比較的大きな区画を持つ
水田となっており、また６分の１以上の傾斜が
急な水田は、区画整理もできず、１a以下の小区
画の水田まで含まれている。本研究ノートにおい
ては、中山間地域直接支払制度における「急傾斜
地」と中島の分類する「棚田の中の傾斜の緩急」の
概念を用いて、前者を「ゆるい急傾斜地」、後者を

「急な急傾斜地」と呼ぶことにする。ちなみに、「急
な急傾斜地」の比率は、先述の「水田要整備量調
査」によると全棚田面積の13.3％である。13　
　平場の圃場が、仮に旧農基法の構造政策が目
指した「一筆30a以上」であるとするならば、10
～20a単位の農地は不利性を持っていないとはい
えないが、それ以上に、同じ中山間地域のなか
で、10～20aと1aとの差の方が大きいことは明
らかである。中島が「傾斜が20分の１以上であっ

ても圃場整備をした水田は、地元の人は棚田と
は言わない」14と指摘するように、支払い対象を

「耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が
特に懸念されている中山間地域等」という名目
において、区画・圃場整備をおこなっている農地
と1a未満の棚田を一律に定義し、「10aあたり一
律21000円」支払うのは問題がある。
　この制度は「１ha以上の面的なまとまりのあ
る農地」と「５年以上継続される農業生産活動
等」を要件としており、区画・圃場整備の行われ
ている｢ゆるい急傾斜地」では農地の集積が比較
的容易であり、協定を結びやすく、また、支払い
制度以前から機械化などの進展により耕作が継
続されやすいが、「急な急傾斜地」では農道整備
もままならず、過疎・高齢化によって、条件を満
たすことが容易ではない。宮崎が指摘するよう
に15、集落共同活動が継続できないほど人的活力
が衰退している集落では、高齢化や過疎化があ
まりに進んでいるせいで、５年間の集落協定を
結ぶことさえ不可能で、多面的機能が守ること
ができない。このことは、中山間地域の中での経

13  前掲書31ページ、中島は、１／６急傾斜地に開かれた棚田が、景観的に棚田といえるものであると指摘している。
14  中島[1999b]7ページ
15  宮崎[2000]48ページ

図２－１　地区別協定締結面積（北海道を除く）

「平成16年度中山間地域等直接支払制度の実施状況」より作成
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16  小田切[2002]21ページ
17  ただし、「第三セクター等には適用しない」ともされている
18  合田[2001]45ページ

済的、環境的格差が生まれることを意味する。
　では、実際に協定により行われている多面的
機能の保全対策はどのようなものなのだろうか。
図２－２が示すように多面的機能を増進する活
動においては、「周辺林地の下草刈り」が61％と
最も多く、次いで「景観作物の作付け」37％、「堆
きゅう肥の施肥」18％となっている。この傾向は
この制度が始まった2000年度から一貫したもの
であり、小田切は、とくに上位二項目について
は、日常的活動としてすでに取り組まれている
ことが多いからであろうと指摘する。16　いいか
えると、農家や集落が現状維持を超える支払い
を受け、農業生産部門に振り向けた結果、生産可
能量が増えることがありうるということである。
　価格支持政策は、納税者と消費者の二重の負
担のもので過剰をもたらす市場歪曲的な政策で
あるとされ、同時に生産量に対して無制限に補
助を行うので、農業者による農薬の多投入、化学

肥料の多施肥を促し、環境破壊をもたらす恐れ
があった。一方、中山間地域直接支払制度骨子に
よれば、この制度は「農法の転換まで必要とする
ような行為（肥料・農薬の削減等）は求めない」。
中山間地域等直接支払制度は、一戸あたりの支
払い受給総額の上限を 100 万円に定めている17

が、農地面積に応じて支払われ、肥料・農薬の削
減を求めない支払いである。したがって、この制
度は農業者に直接に支払われるという手段に
よって市場を歪曲することはなくなったが、支
払金が環境に影響をあたえる可能性を拭い去る
ことはできていない。合田は、たとえば支払い金
を肥料、農薬、機械の購入や雇用労働力にあてる
とき、生産性や作業効率の向上によって生産量
は増加するが、生物多様性や土壌条件等にマイ
ナスの影響を与えるような事態が考えられると
し、この場合は環境支払いと呼べないとしてい
る。18  とくに、区画圃場整備の行き届いた、中島

図２－２　「多面的機能を増進する活動」の実施状況（全国ベース）（上位５項目）

「平成16年度中山間地域等直接支払制度の実施状況」農林水産省農村振興局12ページより作成
集落協定の総数は33331件であるが、「多面的機能を増進する活動」を重複して行っている場合もあるので、これ
らのデータを総計しても、集落協定の総数とは一致しない。
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表２－１　農業・農村の持つ多面的機能の効果と帰属者

嘉田[1996]99ページに日本学術会議答申内容を加筆修正

 � � 機能の�大�分�類� � 小分類 � 効果の�帰�属�者� �

農林産�物�生�産� � 安定農�産�物�提�供 � 農産物�の�消�費�者 �

農家所�得�形�成� � 農家 �

地域雇�用�派�生� � 雇用さ�れ�た�地�域住民 �所得・資産�形�成 �

資産維持 � 農家 �

食料安�全�保�障� � 食料安�全�保�障� � 国民 �

国土環�境�保�全� �

（洪�水�防�止�・�土�砂崩落�防�止�、�土壌浸�食�防�止�・ �

河川流�況�の�安�定・�地�下水�涵�養） �

国民、�地�域�住�民 �

地域環�境�保�全� �

（水�質�浄�化�・�有�機性廃�棄�物�分�解・ �

大気浄�化�・�気�候緩�和�・� �

資源の�過�剰�集�積収奪�防�止） �

国民、�地�域�住�民 �

環境保全 �

生物多�様�性�保�全 � 人類、�国�民 �

日本の�原�風�景�保全、 �
緑資�源�・� �

人口自�然�景�観�形成 �
地域住�民�、�訪�問者 �

供 �
憩い・安�ら�ぎ提供 � 地域住�民�、�訪�問者 �

保養・休養 � 地域住�民�、�訪�問者 �
都市的�緊�張�の�緩和 �

自然体�験�・�情�操教育 � 地域住�民�、�訪�問者 �

伝統文�化�保�存�、 �地域社�会�の�形�成・�

維持 � 地域社�会�振�興� �

国民、�地�域�住�民、訪�

問者 �

 �

内
部
経
済
�

外
部
経
済
�

オープンスペース提�

の分類による｢ゆるい急傾斜地｣においては、機
械化等によって農地の集約化が行われている場
合が多く、特に注意を要する。

２.３　費用負担に関する課題

　食料・農業・農村基本法第35条は、「国は、中
山間地域等においては、適切な農業生産活動が
継続的に行われるよう農業の生産条件に関する

不利を補正するための支援を行うこと等により、
多面的機能の確保を特に図るための施策を講ず
るものとする。」とし、「耕作放棄地の増加等によ
り多面的機能の低下が特に懸念されている中山
間地域等において、農業生産の維持を図りつつ、
多面的機能を確保するという観点から、国民の
理解の下に、直接支払いを実施する。」という中
山間地域等直接支払制度の目的によって、財政
から中山間地域等への多面的機能に対する支払
いを行っている。
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19  嘉田[1996]99ページ
20  前掲書99ページ
21  合田は、ウィスコンシン大学のブロムリー教授の、｢基準点reference｣概念に基づく「便益」と「損害」の発生の理論を引用し、「基

準点」は最終的に科学的知見によってではなく社会的判断によって決定されると指摘したうえで、これをわが国の水田のもつ多
面的機能にあてはめれば、わが国の多面的機能論は存在している「環境便益の提供」よりも失われた状況下での「環境損失の防
止」論を重点的に展開してきたと述べている。合田[2001]47ページ

　2000 年 12 月 14 日、農林水産大臣から日本学
術会議会長に対し、「地球環境・人間生活にかか
わる農業及び森林の多面的な機能の評価につい
て」諮問がなされた。これを受け、日本学術会議
は2001年11月に「地球環境･人間生活にかかわ
る農業及び森林の多面的な機能の評価について」
答申をおこなった。この答申によれば、「多面的
機能は、食料や木材の供給等農林業生産や森林
管理活動に付随して発現するが、これらの機能
は、重要な効用をもつにもかかわらず、一般に市
場が成立せず、その供給に対して支払いがなさ
れることのない「プラスの外部効果（外部経済）」
として認識されており、したがって、これらの機
能の維持保全については、市場機構を通じて達
成することは困難で、また多面的機能を伴う農
林業生産や森林管理活動に投入される資源につ
いても、社会的に見て十分な水準を確保するこ
とができない｡これはいわゆる『市場の失敗』に
ほかならない」とし、「これらの諸機能は、生産
活動の過程で不可避的に生じる一種の結合生産
物であり、またそれは、国民がそのプラスの外部
効果を無差別に受け取ることのできる、『公共
財』としての性格を有する」とされている。　
　表２－１は、日本学術会議の答申内容を嘉田
の分類に当てはめたものである。この表から、受
益者の範囲も極めて広いことが読み取れる。
　嘉田は、多面的機能の費用負担について、公共
経済学でいう「非排除性」と「競合性」から分類

している。19　ここで、「排除性」とは、財・サー
ビスの提供にあたって、対価を支払わない財・
サービスの享受者を非常に廉価に排除できるか
どうかによって決まる性質である。すなわち、

「排除性」が高いということは、ほとんど費用を
かけることなしにフリーライダーを取り除くこ
とができるということである。一方、「競合性」と
は、財・サービスの消費にあたって、ある消費者
がすでに消費しているときに、他の消費者が同
時にその財・サービスを消費できるかどうかに
よって決まる性質である。
　通常取引される財・サービスは排除性と競合
性がともに高いのに対し、国家安全保障、司法制
度などのもたらすサービスは排除性、競合性と
もに極めて低く、公共経済学では「純公共財」と
呼び、その対極にあるのが「私的財」である。こ
の「純公共財」と「私的財」の中間に位置するも
のは「準公共財」と呼ばれ、このうち競合性のお
よぶ範囲が地域的に限定されている財を地域公
共財と呼ぶ。嘉田は、農林業もまた多面的機能の
多くは排除性または競合性あるいはこれら両者
はあまり高くないとしたうえで、農業における
財・サービスを図２－３のように定性的に表し
た。20

　こうした嘉田の分析を受け、合田は国民によ
る費用負担の問題の検討にはとくに「排除性」が
重要であると述べ、「排除性の高低」と「環境便
益と環境損失の防止の基準点」21をもとに、「競合

図２－３　財・サービスの農業・農村の多面的機能の分類

出典　嘉田[1996]99ページ
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性」を指摘しつつ、多面的機能の類型化し、受益
者を検討するとともに、費用負担について議論
している。22　合田による分類は表２－２のとお
りである。
　タイプAは排除性が高く、環境便益の提供に関
わる機能である。いいかえると、社会的に保持す
べき環境水準よりも高い便益が提供され、受益
者が特定されやすい場合である。農村景観や伝
統文化の継承などは一般に受益者の特定が難し
いといわれるが、自然体験学校や伝統文化体験
など、参加するか否かによって受益者が特定さ
れうる場合もある。このような、活動体験者に対
する受益者負担原則による費用負担はすでに実
施されているとこともある。また、グリーンツー
リズムによる農家民宿、市民農園、農村景観のな
かを通る有料道路なども類似の例として上げら
れる。
　タイプBは排除性が低く、環境便益の提供に関
わる機能である。いいかえると、社会的に保持す
べき環境水準よりも高い便益が提供されるが、
受益者の特定が技術的に困難かあるいは排除費
用が便益に対して高額な場合である。たとえば、
伝統的な農山村景観や文化、生物多様性の保全

などはここに分類される。これらは一般に共同
消費が可能であるから、競合性は低く、また、受
益者の特定が困難であるため排除性低い。また、
これらには存在することに価値を見出すという
非利用価値が存在し、地域を訪れた直接的利用
者だけを対象とするような負担方法を採れば、
公平性が欠如する。したがって、公的負担は必要
であろう。しかし、対象とする地域の環境保全に
価値を見出さない人もいるので、保全費用のす
べてを公的負担とするのは適当ではない。保全
基金や地域農産物の産直、あるいは利用料など
の手段による受益者負担の併用が望ましい。23

　タイプCは排除性が高く、環境損失の防止にか
かわる機能である。いいかえると、社会的に保持
すべき環境水準が提供され、その受益者は容易
に特定される場合である。たとえば、水源涵養機
能などがここに分類される。わが国において、水
資源は農業・工業・生活用など多様な利水治水に
関する開発と調整の歴史を経て水利権が設定さ
れており、末端の水道利用者は利用料に応じて
料金が課される。このように、水利用の側面につ
いては排除性が高く、受益者は容易に特定され
る。水は人間にとって必要不可欠なものであり、

22  合田[2001]48-53ページ
23  合田は、第一義的には公的負担によることが妥当であると主張している（前掲書50ページ）が、筆者は、直接的な受益者は、受

ける便益が大きいことを理由に地域に脚を運ぶのであり、非利用価値が直接的な受益者の便益を卓越しているとは断定しにくい
ことから、公的負担と受益者負担の割合は対象地域によって弾力性をもたせるべきであると考える。

受益者�の�排�除�性 �

高い � 低い �

タ�イ�プ�A� タ�イ�プ�B� � � �

・情�操�・�環�境�教�育の場 � ・伝�統�的文�化�・景観の�保�存 �環境便�益�の�提�供 �

・生�物�・�生�態�多�様性の�保�全 �

タ�イ�プ�C� � �

・水�源�涵養� �

タ�イ�プ�D� �

・洪�水�防�止�・�土�砂崩壊�防�止� �

・食�料�安保 �

・農�村�雇用 �

環境損�失�の�防�止 �

外
部
経
済
効
果
�

・レクリエーション活動の場 �

表２－２　外部経済の類型化

合田[2001]53ページより引用
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24  合田[2001]239ページ
25  田代[2003]193ページ
26  奥野・本間[1998]242ページ

利用者が水源を積極的に涵養する制度や施策の
十分な展開が見られない現状においては公的負
担が必要であるが、水源基金や水道料を通して
水田や森林の維持管理費用の一部を受益者負担
とすることもできる。
　タイプDは排除性が低く環境損失の防止にか
かわる機能である。いいかえると、社会的に保持
すべき環境水準が提供されるが、その受益者の
特定が技術的に困難かあるいは特定にかかる費
用が高額であるため実施されない場合である。
たとえば、洪水防止、土砂崩壊防止、土壌浸食防
止といった国土保全機能が上げられる。とくに
これらは河川流域の物理的条件によって受益範
囲が決定されるので、受益者の特定は容易であ
る。しかし、対価を支払わないからといって受益
者を洪水防止機能などの便益から排除すること
はできない、地域公共財である。国民の生命と財
産の安全を保証するのが国の責務であるとすれ
ば、洪水防止などの効果は基本的に公的負担で
行うのが妥当であるといえるが、流域ごとに受
益者の数や性質がことなることから、流域ごと
に設定する必要がある。
　ここでは、引用元の表現にもとづき「公的負
担」という言葉を用いたが、国による一律財政負
担と、流域や地域を単位とした公的負担とでは
大きく質が異なる。現状の中山間地域直接支払
制度は、「国と地方公共団体とが共同で、緊密な
連携の下で直接支払いを実施する」とし、「市町
村が対象農地の指定、集落協定の認定、直接支払
いの交付等の事務を実施し、地方公共団体の財
政負担に対しては、所要の地方税財源を確保し
た上で、適切な地方財政措置を講ずる」としてい
るが、前述のとおり、支払い金額は圃場の傾斜と
作付け品目のみによる一律の制度である。合田
が指摘するように、「各国の努力にもみられるよ
うに、目的や支給条件をより明確にしていく仕
事」24が必要であるとともに、受益者を明確にし、
公と受益者の費用負担についても地域ごとに検
討が必要である。

３．直接支払い制度の課題

　これまで、現状の中山間等地域直接支払制度
を中心に、現行の直接支払い制度の問題点を明
らかにした。まず、この制度が、実際にはこれま
での所得補償政策としての価格政策の代償にす
ぎず、多面的機能の保全のための直接支払いと
いうのは名目に過ぎないことを指摘した。
　一方、日本学術会議の答申が、要旨の２ページ
目において「特に社会的･文化的機能について
は、主観的、地域的あるいは歴史的要素が入り込
み、定量的評価には大きな限界がある｡」と述べ
ているように、伝統文化保存、地域社会振興など
の機能は恣意性を排除できないことから、「政策
の客観的根拠があいまい」25で、そもそも補助の
対象にすることに注意が必要である。また、奥
野・本間は、「農業を営まなくても同じ土地が大
気浄化や景観を付与するので、農地の生み出す
大気浄化や景観の機能に対する便益は評価すべ
きでない」と指摘する26。
　また、農業・農村の多面的機能は、なにも中山
間地域だけが発揮するものではない。２.３の表
２－１に沿ってみてみると、食料安全保障は平
地農業が担う役割は中山間地域よりも大きいで
あろうし、水質浄化や有機性廃棄物分解、大気浄
化、気候緩和、資源の過剰集積収奪防止機能など
の地域環境保全なども平地農業も役割を担って
いる。生物多様性は平地にも存在するし、農村で
の憩い・安らぎ・保養・休養あるいは自然体験や
情操教育は平地においても発揮される機能であ
る。
　このように、中山間地域直接支払制度の問題
点は、①名目上は多面的機能保全のための支払
いであるが、実際は条件不利地域への生産コス
トの差額分についての所得補償政策にすぎず、
名目と現実に矛盾が生じており、②中山間地域
のなかでの状況の差異に十分考慮できておらず、
③多面的機能のなかにも受益者が多様で、費用
負担について十分考慮できていない、また④そ
もそもの農業・農村の多面的機能の評価におい
ては恣意性を排除しきれず、政策の客観的根拠
が失われること、⑤平地においても便益を提供
している多面的機能について、中山間地域のみ
に助成することで、公平性を失っていることの
５点に集約できるだろう。
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　①の点について、田代は、「中山間地域」とい
う対象地域の単なる地理的規定から、新基本法
の「地勢等の地理的条件が悪く、農業の生産条件
が不利な地域」という文言を活かして、EUと同
じように「条件不利地域」とすべきであると指摘
する。27　これによって、｢生産条件に関する不利
を補正する｣政策が前面に出て、「生産条件を補
正」という文言はわが国においては「条件不利の
是正」と「（当面は）改善できない条件不利の補
償」の両面をカバーすることができる。
　また、②のような中山間地域のなかでの状況
の違いにおいては、｢条件不利地域｣直接支払制度
の傘のもとで、より細分化された対象を設定し、
支払い内容の調整を行うことが考えられる。と
くに耕作放棄による多面的機能の損失が懸念さ
れるであろう、２.２で定義した「急な急傾斜地」
における不利要因の大きなもののひとつに、周
囲が森林に囲まれているため、日照条件が良好
でないということがある。これまでの評価基準
であった「傾斜」に加え、こうした客観的な条件
不利性評価ツールを開発し追加的に取り入れな
ければ、より地域にあった是正と補償がおこな
えない。もちろん、③で指摘したように受益者を
明確にし、国と地域と個人の費用負担の再編を
積極的に展開し、ただのりは最小限になるよう
な仕組みが必要となる。
　ここで、耕作放棄されることによる多面的機
能の損失をカバーする施策を考慮しなければな
らない。現在EUの行っている直接支払いは、75
年に導入された条件不利地域の直接支払い、85
年に導入された環境直接支払い（農薬･化学肥料
の不使用等による収量減･コスト増の補填）、92
年の青の直接支払いである。環境直接支払いは高
度な行為を対象とするものであるが、クロス･コ
ンプライアンスとは、他の直接支払いを受けると
きにも何らかの環境によい行為（Good Farming
Practice=GFP）を要件とするものである。28 いい
かえると、クロス・コンプライアンスとは、補助
金の受給要件として、農地を農業生産面でも環
境面でもよい状況に保つことが求められるとい
うことであり、環境支払いとは、GFP以上の環境

親和的な農業に対して支払われるものである。
　このクロス・コンプライアンス条件を「条件不
利地域」直接支払制度に設定することで、最低限
の農地保護はなされうるであろうし、現状の中
山間地域等直接支払制度でも求められる多面的
機能増進活動を多少厳しくしたものにすること
が求められる。また、EUに見られるような環境
支払制度がわが国においても2005年３月に策定
された「食料・農業・農村基本計画」によって2007
年からの導入が決定したことにより、これらの
すりあわせ作業が必要となる。
　一方、クロス・コンプライアンスと同時に2003
年のCAP改革で設定されたモデュレーションは、
直接支払財政の一部を農村開発の助成予算への
転用のために支給額をプールしようとするもの
であるが29、これはわが国における中山間地域等
直接支払制度の集落プールと同様のものとみな
すことができ、この共同実施分については、単位
あたりでは小額な交付金であるが、集中してま
とまった資金として「条件不利の改善」に取り組
むことができるという点で意味のある制度であ
る。30

　④の恣意性を排除できず、政策の客観的根拠
が失われているという点、あるいは⑤の中山間
地域における多面的機能のみを評価するため、
政策の公平性が失われているという点について
は、根本的に政策の根拠を構築し直す必要があ
る。①で多面的機能保全のための支払というの
は名目に過ぎないと指摘したが、中山間地域等
直接支払制度の導入に深く関与した山下は、「日
本として初めての直接支払いだったため、国民
の支持を得るために、景観美化等、多面的機能を
維持･増進することを要件」とし、「農地の出し手
の零細農家に地代として」支払金を帰属させ、

「これが離農保障の役割を果たす」ことができ、
「直接支払いは農家の規模拡大を行うためのイン
センティブである」と述べているように31、多面
的機能の維持増進は、「建前」にすぎないことは
明白である。

27  田代[2001]131ページ
28  山下[2003]
29  村田[2006]38ページ
30  田代[2001]150ページ
31  山下[2003]



中山間地域等直接支払制度に関する一考察 221

32  平成11年度環境白書によれば、「バイオリージョン」とは、自分たちが住んでいる場所に根づき、地域と一体化することを基礎
としている。そのためには、地域が持つ気候、地形、流域、土壌、微生物、動植物等地域の自然資源を最大限に有効活用するこ
とが求められる。同時に人間に関しても、地域の文化、風土、技術、人材といった社会資源の保全と利用が求められる。すなわ
ち、気候、風土、生態系が一体化している地域を基本的な生活圏としてなるべく物資が地域で循環するシステムを作り、その地
域の経済的・社会的自立を実現する、これをバイオリージョナルな社会と呼んでいる。これは、経済至上主義の中で失われてき
た価値を先人の知恵によってよみがえらせ豊かな人間関係や地域の誇りを取り戻そうとする試みでもある。

33  糸長[2001]27ページ
34  多辺田[1987]2－ 12ページ
35  中島[1999]83－ 129ページ
36  早瀬[1997]33－ 64ページ
37  中島[1999a]87ページ
38  中島[1999b]2ページ

４．農業補助金のグリーン化に関する提言

　これまで、中山間地域等直接支払制度の問題
をまとめてきたわけであるが、とくにこうした
問題は、行政的に、都市と農村を区別し、さらに
農業地域を都市的地域、平地農業地域、中間農業
地域、山間農業地域の４分類に、画一的に横切り
し、捉えていることに起因しているのではない
だろうか。
　平成11年度環境白書の第３章第１節では、ア
メリカのプラネット・ドラム財団の創始者であ
るピーター・バーグ氏の提唱する、「バイオリー
ジョン（生命地域）」というキーワードを紹介し
ている。32　糸長は、「わが国の場合は行政区域の
基本的単位として江戸時代に確立された藩域が
比較的流域性を持って構成されていることから、
バイオリージョン的な単位は比較的想定しやす
い」と述べた上で、地域自立的な自給自立・自律
型の居住地形成を目指す、「『里山エコビレッジ
構想』」を提唱している。33

　また、多辺田は、「農林漁業が衰退に向かうの
は、＜ストック＞の再生力を超えた収奪が行わ
れるとき、あるいは生産物が物質循環を可能と
するある一定の地域内需要あるいは地域内市場
の範囲を超えて商品化し、地域外需用へ無原則
に供給されはじめるときにおこる」とし、「『地域
自給経済』という視点が重要な価値視覚になる」
と指摘している。34　
　すなわち、持続可能な社会のためには、生命地
域的な、平面的なまとまりが必要であり、このな
かでの経済を考えていかなければならないとい
うことになる。つまり、農業政策的な認識にして
も、傾斜度を基準としたようなこれまでの画一
的な横切りによる解釈から、バイオリージョナ
ルなまとまりで認識することが有効である。

　わが国の直接支払い制度は、前述のように条
件不利地域である中山間地域に対するものであ
るが、これを横だけでなく、流域のようなものも
考慮して縦にも結びつけていかなければならな
い。そこで、以下では、わが国における条件不利
地域であり、また限界地域とも言われる「棚田」
について、流域における連関を考察する。　
　中島は、棚田の機能を、生産の場としての機
能、保水機能、洪水調節機能、土壌侵食防止機能、
棚田景観の文化的価値の６点に分類している。35

このうち、多面的機能にあたる外部経済は、後者
の５点になろう。棚田は国土の70％を占める山
地に降り、自然のままだとすぐに海に流れ出し
てしまう水を用水路に取り入れ、すぐには流出
させず、平均的な流量を作り出す保水機能を果
たしている。また、棚田の耕作放棄によって30cm
あった畦畔の高さが崩れて５cmになると、100
年確率のピーク流量は38％増加し、50年確率に
相当するピーク流量が25年確率で発生する。つ
まり耕作放棄されることで洪水の発生頻度が高
くなると早瀬は指摘している。36　また、棚田に
は畦畔が石積でできているものと土坡のものが
あるが、とくに後者においては耕作が放棄され、
畦畔の手入れが行わなければ直ちに崩壊が始ま
り、土壌侵食を引き起こすと中島は指摘する。37

　また、中島が「だいたい水田が拓かれるのは山
から低地に下って行くのが大雑把な水田開発の
歴史である」と指摘するように38、平地の圃場よ
りも上流の棚田が歴史的に先に形成され、わが
国の農業の源流を示すものであり、文化的価値
を持っているとするならば、棚田景観は固有の
機能をもっていることになるが、「文化的価値」
と解釈することで、恣意性を排除することが困
難であり、農業補助金としてこれを助成するの
は、合理的とはいいにくくなる。
　こうした多面的機能は、表２－１にも示され
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ているように、すでに国土環境保全機能として
現状の中山間地域等直接支払制度の多面的機能
の概念に含意されているものである。しかし、こ
れらとは別に、中山間地域等の条件不利地によ
る、農業の内部における外部経済が生じている
のではないだろうか。
　直良によれば、『潅水の温度は32℃を最適と
し、それ以上もしくはそれ以下でも稲の十分な
生育は望めない」。39　一方、長谷川は「棚田農業
のハンディキャップのひとつとして、日照条件
が良好でなく、灌漑水温が低い」ことを指摘して
いる。40　河川水や溜池を水源とする棚田への灌
漑は、千賀のいう「横の川（灌漑のために河川か
ら導入される用水路）」41を経て、中島の言うよう
に、「数十段の棚田を潤した（田越し）水は、再
び川に戻り、下流の堰で受け止められ、さらに次
の棚田を潤し」42た後に川にもどり、一方で「棚
田に貯められた水は徐々に浸透して下を流れる
川に少しずつしみ出す。」43　こうしたサイクル
を数回繰り返すことで水は適度に暖められ、同
時に「田越しを行った水は平均した流量をもた
らし」44、さらに下流の平地の田園を潤す。この
ことは、潅水の先のユーザーである棚田におい
て、自然の河川であればすぐに流下してしまう
河流を迂回・滞留させ、ゆっくりと流すことに
よって、稲作に適当な水温にまで温められ、平均
的な量の灌漑水によって、大型圃場を持つ下流
の平地圃場の土地生産性を向上させ、またこれ
を維持しているということを意味する。
　いいかえると、棚田自身は土地・労働ともに生
産性には大きな不利性をもっているが、下流の
平場などの条件有利地の、肥料や農薬や投入を
要件としない基礎的な土地生産性を、市場価格
に反映されない形で提供していることになる。
すなわち、棚田稲作には生産性にかかわる外部
経済が生じているということである。仮に棚田
が耕作放棄されたとすれば、下流域の条件有利
地における稲作田圃への潅水の水温と水量が確
保されないことになり、土地生産性の低下が起
こる。この結果、米価の高騰、米自給率の低下、

あるいは、農業者所得の低下など、さまざまな混
乱が起こりうるだろう。
　このように、稲作だけに焦点を合わせてみて
も、上流と下流の連関は明らかに存在する。これ
をバイオリージョナルな観点から地域的まとま
りを再構築し、地域内経済を活性化させること
は、持続可能な農業のみならず、持続可能な社会
にとって有効なものである。
　奥野・本間は、先進諸国において農業に政府保
護が与えられてきた一つの理由として、「農業は
古代から人々の生活を支えてきたにもかかわら
ず、その中心的な用途が食料であるという性質
から農業生産物は所得弾力性も価格弾力性も小
さく、自由な市場に任せておくと経済発展に
伴って農産物の相対価格が大きく低下し、製造
業やサービス業と比較して、農業から得られる
相対所得が大幅に下落する」ことを指摘してい
る。45　現状、農業をとりまく環境は、WTO下の
自由市場原則で取引されている訳で、とくにケ
アンズグループなどと比較すれば零細農の多い
わが国では農業者の所得は低位にある。そこで
所得保障政策が必要とされているが、さらに持
続可能性を考慮するならば、こうしたバイオ
リージョナルな地域主義の構築を促進するよう
な助成が必要なのではないだろうか。

５．おわりに

　これまで、画一的区分による中山間地域とい
う解釈の問題を指摘し、流域をベースとしたバ
イオリージョナルなまとまりの構築と地域経済
の活性の提言を行ってきた。
　いっぽうで、トフラーは、ほとんどの人びとが
みずから生産したものをみずからが消費してい
た「第一の波」の時代、産業革命以後の、生産と
消費という二つの機能がはっきり分離し、交易
網や市場を通しての交換経済が主流になった

「第二の波」の時代を経て、交易を目的とした生
産が半分で、自分自身のための生産が半分とい

39  直良[1956]163ページ
40  長谷川[2001]73ページ
41  千賀[1997]25－ 29ページ
42  中島[1999a]85ページ
43  同上
44  同上
45  奥野・本間[1998]227－ 229ページ
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う生活様式が半分となる「第三の波」の時代の概
念を提唱し、これが歴史上はじめて、超市場文明
になるにちがいないと述べている。46　「第一の
波」の時代は生産＝消費社会、「第二の波」の時
代は交換経済、そして「第三の波」は、生産＝消
費経済（プロシューミング）が再興するというも
のである。一般的に、労働参加率が高くなれば、
ひとりあたりの労働時間が短縮されると労働時
間は短縮される。ここで余暇の問題が出てくる
訳だが、トフラーは、余暇とは自分自信のために
商品やサービスを生産する活動で、これはつま
り、「生産＝消費活動」であると述べている。47　
したがって、余暇を農業活動に有効に利用でき
る可能性が生まれる。
　このような経済活動は、市場を経由しないこ
とから精密な計量が困難で、生産性を数字で捉
えることが難しい。したがって、GDPのような
指標に反映することはできないが、農業の持続
可能性について貢献する部分は大きい。たとえ
ば、農業従事者・参加者の問題に一役買うであろ
うし、地域内自給が活発になれば、フードマイ
レージの問題の解決や、実質の食料自給率の改
善にも役立つことが予想される。
　今後は、トフラーのいう「プロシューミング」
の今日的な意義を再考するとともに、バイオ
リージョナルな地域自給と、プロシューマー的
な市民参加型農業のハイブリッドな持続可能的
農業戦略の実現可能性について、同志社大学経
済学部が「里山保全の実践経済学」などで使用し
ている奈良県生駒市のフィールドから発信し、
とくに京阪奈丘陵一帯を対象として、その可能
性について実践的考察を行っていきたいと考え
ている。
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